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時事の話題時事の話題時事の話題時事の話題    

10 月からマイナンバー制度が本格的に動き出す。10 月中旬より順次、個人番号が各世帯に通

知され、来年１月には運用が始まる。事業者は対応に万全を期す必要があり、本所では 10 月６

日にセミナーを開催するなど、啓発を行っていく。 

北陸新幹線が開業して半年が経過した。乗客数はこの半年間で約482万人。在来線特急だった

昨年同期と比べて約３倍だったようだ。特急「サンダーバード」の乗客数もわずかに増加してい

るものの、中部・北陸エリアと東京圏との結び付きがより強くなっているように見受けられ、京

都や関西の影響力が低下することを懸念している。先日の「北陸・関西連携会議」では、北陸と

関西の６商工会議所で、観光振興やビジネス交流、大阪までの早期延伸に向けた取り組みなどを

連携していくことで一致した。課題である敦賀以西のルートについては、ＪＲ西日本が新たに小

浜から京都を通るルートも検討されているようだが、京都として、まずは大阪までの早期延伸の

実現、そして関西全体の競争力を高める観点から京都駅を通るルートが望ましいと考えている。

さまざまなルートが検討されているが、我々としては大阪までの早期延伸と京都駅を通るルート

を要望していきたい。 

 

京都商工会議所の動き京都商工会議所の動き京都商工会議所の動き京都商工会議所の動き    

■■■■京都の経営経済動向（京都の経営経済動向（京都の経営経済動向（京都の経営経済動向（７～９７～９７～９７～９月期）調査結果について月期）調査結果について月期）調査結果について月期）調査結果について    

７～９月期の国内景気動向は、前期に引き続きプラスで推移した。来期以降も上昇を見込んで

おり、景気は拡大基調にあるといえる。一方で、今期の自社業況は下降し、３期連続でマイナス

となった。大企業は製造業や商業が牽引し前期から大きく反転したが、中小企業ではマイナス幅

が拡大しており、景気回復が中小企業にまで広がっていない。続く 10～12 月期は秋の需要期を

背景に大企業、中小企業ともに全業種において大きく改善するものの、来年１～３月期には中小

企業を中心に再び下降に転じると予想しており、先行きに不安感を残している。 

なお、今回は雇用人員と設備投資計画についても調査を行った。雇用人員については、大企業

を中心に幅広い業種で雇用増に動いていることがうかがえる。６月に日本商工会議所が約 2600

社に聞いた全国調査においても、半数の企業で「人手が不足している」と回答しており、全国的

に人手不足への懸念が広がっているようだ。京都企業においても、労働力確保のため、賃上げや

正規雇用化といった形で取り組んでいる様子が見てとれる。今年度の設備投資計画は、３年連続

で大企業、中小企業ともに、BSI値がプラスとなった。アベノミクスによる景気回復への流れが、

安定した形で雇用増や設備投資への効果として表れていると思われるが、地域経済を支える中小

企業に対して、その効果をいかに広げていくかが、今後の課題だと思っている。 

 

■■■■京都知恵産業フェア京都知恵産業フェア京都知恵産業フェア京都知恵産業フェア 2015201520152015 についてについてについてについて    

11月に東京で実施するオール京都による首都圏販路開拓支援事業「京都知恵産業フェア2015」

の出展企業が確定した。外部選定委員による選定委員会にてマーケットやトレンドの観点に重点

を置いた選考を行ったところ、５日・６日に実施する B to B の展示商談会には 111 社、エンド

ユーザーである消費者を対象に７日・８日に実施するB to Cの展示販売会には58社が出展する。 

広報面では、出展者の商談成約率を高めるために、現在、B to B の展示商談会の広報活動を

積極的に展開中であり、事務局によるバイヤー訪問をはじめ、首都圏のバイヤーに対して来場の

依頼と商談の斡旋を行っている。10 月以降には首都圏の様々な広報媒体を活用して、一般消費

者を対象にした展示販売会の広報も展開することになる。展示商談会、展示販売会ともに、多数



の応募の中から厳選された京都企業が、自慢の商品を掲げて首都圏での販路開拓に挑む。多くの

方にお越しいただき、商談や販売の成果につなげられるよう、積極的な広報を行っていきたい。 

 

記者からの質問事項記者からの質問事項記者からの質問事項記者からの質問事項    

■■■■経営経済動向調査では、経営経済動向調査では、経営経済動向調査では、経営経済動向調査では、中小企業には中小企業には中小企業には中小企業にはまだまだまだまだまだまだまだまだ景気回復が行き届いていないようだが、具体景気回復が行き届いていないようだが、具体景気回復が行き届いていないようだが、具体景気回復が行き届いていないようだが、具体

的にどういった政策があれば、中小企業にまで的にどういった政策があれば、中小企業にまで的にどういった政策があれば、中小企業にまで的にどういった政策があれば、中小企業にまで波及波及波及波及するするするするとお考えか。とお考えか。とお考えか。とお考えか。    

大企業の利益増を中小企業に対して取引価格で応えていくことが基本であると思う。また、国

家予算や自治体の予算を、地方や中小企業に配分していくことが求められるのではないか。観光

産業の振興に政府と自治体が一体となって取り組むなど、地方創生に注力して取り組んでいくこ

とが必要であると思う。 

 

■■■■来年２月の京都市長選の動きが徐々に出始めているが、京都経済界としてはどのように対応来年２月の京都市長選の動きが徐々に出始めているが、京都経済界としてはどのように対応来年２月の京都市長選の動きが徐々に出始めているが、京都経済界としてはどのように対応来年２月の京都市長選の動きが徐々に出始めているが、京都経済界としてはどのように対応

していくのか。していくのか。していくのか。していくのか。 

現在の段階ではまだ何も決まっていないが、基本的には三期の再選に向けて出馬要請を早晩し

ていくことになると思う。市長の評価については、京都経済の百年の計である京都経済センター

の設立構想がほぼまとまってきた一方で、厳しい財政状況のなかで行政改革や職員削減の断行に

よって市民との約束も達成されつつある。本所が提唱する知恵産業推進に向けた連携、観光振興、

中小企業活性化に向けた施策の展開などについても経済界としてしっかりと点検した上で、経済

４団体として出馬要請していく時期が来るのではないか。 

 

■■■■マイナンバー制度について、京都企業の準備状況をどうマイナンバー制度について、京都企業の準備状況をどうマイナンバー制度について、京都企業の準備状況をどうマイナンバー制度について、京都企業の準備状況をどう捉えて捉えて捉えて捉えているかいるかいるかいるか。。。。求められる課題や対求められる課題や対求められる課題や対求められる課題や対

策策策策を教えてほしい。また、を教えてほしい。また、を教えてほしい。また、を教えてほしい。また、制度の運用にあたって不安を抱える企業もあると思うが、制度の運用にあたって不安を抱える企業もあると思うが、制度の運用にあたって不安を抱える企業もあると思うが、制度の運用にあたって不安を抱える企業もあると思うが、具体的に具体的に具体的に具体的に

どうバックアップしてくのか。どうバックアップしてくのか。どうバックアップしてくのか。どうバックアップしてくのか。    

個々の企業におけるマイナンバーの運用は、企業自らが課題を認識した上で対応していかない

といけないと思う。会議所としては、制度の内容や対応のあり方などについて、広く啓蒙してい

きたい。 

 

■■■■北陸新幹線北陸新幹線北陸新幹線北陸新幹線のルートのルートのルートのルートについて、ＪＲについて、ＪＲについて、ＪＲについて、ＪＲ西日本が示す西日本が示す西日本が示す西日本が示す新しい案が有力ということか。新しい案が有力ということか。新しい案が有力ということか。新しい案が有力ということか。    

ＪＲ西日本が検討する「小浜・京都ルート」を優先的に選択していく、あるいは要望していく

ことになると思う。工期や予算についても、候補に挙がっているルートと比較・検討できるよう

に示していただきたい。 

 

■■■■関西広域連合が関西広域連合が関西広域連合が関西広域連合が提案する提案する提案する提案する米原ルート米原ルート米原ルート米原ルートとのとのとのとの整合性整合性整合性整合性ををををどのようにどのようにどのようにどのように考えてい考えてい考えてい考えているのか。るのか。るのか。るのか。見直しの見直しの見直しの見直しの要望要望要望要望

等等等等ははははこれからされるのか。これからされるのか。これからされるのか。これからされるのか。    

山田知事も関西広域連合に対して、米原ルートの抱えるさまざまな課題について疑問を示され

ているようだ。米原ルートを決議した当時は、「小浜・京都ルート」などの情報が十分用意され

ていなかった。そういうことを含め、関西全体が将来の発展のためにどのルートを選択すればよ

いか、もう一度考える時期が来ているのではないか。 

以 上 
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要 約　京都の経営経済動向調査結果（2015. 9 . 29）

－2015年７～９月期実績と2015年10～12月期及び2016年１～３月期予想－

京 都 商 工 会 議 所
担当：中小企業経営支援センター

電話（075）2 1 2－6 4 6 7

国内景気は引き続き拡大基調
～自社業況は年末に向けて回復するものの、先行きに不安感が残る～

概　　要
今期の国内景気ＢＳＩ値は７．０と、前期に引きつづきプラスで推移した。今後10～12月期には�

さらに大きく上昇し、続く2016年１～３月期も継続して上昇すると予想しており、景気は拡大基調に
あるといえる。
しかし一方で、自社業況ＢＳＩ値は▲１．４と３期続けてマイナスとなり、依然低迷の域を脱し得
ない。なかでも、大企業においては大きく反転しプラスに転じたものの、中小企業ではマイナス幅
が拡大しており、悪化傾向を強めている。10～12月期となる来期は、観光関連産業等の需要を背景
に、全業種において大きく改善すると予想しているが、2016年１月～３月には再び下降に転じるなど、�
先行きに不安感が残る。

（注）８月の上旬から中旬にかけて同調査を実施し、573社中445社から回答を得た（対象は、京都府内に本社、
本店などを持つ企業）。また７～９月期のＢＳＩ値は、４～６月期の景況感を基準に強気なら「プラス」、
弱気なら「マイナス（▲）」で表している。算出方法は、上昇回答から下降回答を差し引き、２分の１を乗算。

Ⅰ　国 内 景 気 動 向
2015年７～９月期は、「上昇」とした企業２５．３％、「下降」とした企業１１．４％、ＢＳＩ値７．０�

（前期実績１０．８）となり、上昇基調が継続している。今後10～12月期１１．８、2016年１～３月期は�
４．５と継続して上昇を見込んでおり、景気の底堅さがうかがえる。

Ⅱ　企 業 経 営 動 向
自社業況（総合判断）　　2015年７～９月期は、「上昇」とした企業２５．０％、「下降」とした企業
２７．８％、大企業がＢＳＩ値９．９と大幅なプラスに転じたものの、中小企業は依然としてマイナス�
（▲５．９）が続き、全体としてＢＳＩ値▲１．４（前期実績▲１．３）と前回予想どおり下降した。
今後の10～12月期は１１．５と大幅に上昇し、続く2016年１～３月期は▲１．８と再び下降に転じる
見通し。

1 ．生産・売上高、工事施工高　　2015年７～９月期は、「増加」２５．７％、「減少」２６．８％、�
ＢＳＩ値▲０．６（前期実績▲０．６）とわずかに減少した。今後の10～12月期は１２．４と増加し、
続く2016年１～３月期は▲３．１と再び減少に転じる見込み。

2 ．製・商品・サービス・請負価格　　2015年７～９月期の製品価格、商品価格、サービス価格、�
建設業請負価格を総合的に見ると、「上昇」１４．３％、「下降」１３．６％、ＢＳＩ値０．４（前期実績�
３．９）と微増した。今後の10～12月期は５．６、2016年１～３月期は▲１．２と推移する見通しと�
なっている。
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3 ．経　常　利　益　　2015年７～９月期は、「増加」２０．１％、「減少」２９．３％、ＢＳＩ値▲４．６�
（前期実績▲４．２）と減少した。今後の10～12月期は５．４と増加に転じるものの、続く2016年�
１～３月期は▲５．１と再び減少する見込み。

4 ．所定外労働時間　　2015年７～９月期は、ＢＳＩ値▲３．０（前期実績▲２．０）と減少幅が拡大
した。今後の10～12月期は９．５と増加し、続く2016年１～３月期は▲２．１と減少する見込み。

5 ．製 ・ 商 品 在 庫　　2015年７～９月期は、「適正」とする企業が７７．４％、「過剰」とする企業
が１９．２％、「不足」とする企業が３．４％、ＢＳＩ値７．９（前期実績７．５）と概ね適正水準で
推移したが、引き続き一部に過剰感が見られている。今後の10～12月期は「適正」が８３．４％、
2016年１～３月期は８６．１％と、幾分改善する見込み。

6 ．資　金　繰　り　　2015年７～９月期は、「悪化」とする企業が１２．２％（前期実績１３．６％）
と減少したが、「改善」とする企業が７．１％（前期実績１２．３）と増加の割合が伸びず、ＢＳＩ値�
は▲２．６（前期実績▲０．６）と悪化した。今後の10～12月期は０．５とほぼ横ばいで推移し、
2016年１～３月期は▲１．２と悪化する見通しとなっている。

Ⅲ　当面の経営上の問題点
第１位は、「受注・売上げ不振」（４４．９％）、第２位は「原材（燃）料高」（２８．１％）、３位は�

「過当競争」（２５．６％）、続く第４位「求人難」（２３．８％）、第５位「製・商品（請負）価格安」（２０．２％）
まで前回順位との変動は無かったが、第６位に前回第７位の「技能労働者不足」（１７．８％）が上がり、�
第７位に前回第６位の「人件費負担増大」（１５．５％）が続く結果となった。

Ｂ．Ｓ．Ｉ．値の総括表
実　　　　　績 予　　　　　想

2015年 4 ～ 6 月期 2015年 7 ～ 9 月期 2015年10～12月期 2016年 1 ～ 3 月期

国 内 景 気 動 向 10.8 7.0 11.8 4.5

京
都
企
業
の
経
営
動
向

自 社 業 況（ 総 合 判 断 ） ▲� 1.3 ▲� 1.4 11.5 ▲� 1.8

１．生産・売上高、工事施工高 ▲� 0.6 ▲� 0.6 12.4 ▲� 3.1

２．製･商品･サービス･請負価格 3.9 0.8 3.3 0.6

３．経 常 利 益 ▲� 4.2 ▲� 4.6 5.4 ▲� 5.1

４．所 定 外 労 働 時 間 ▲� 2.0 ▲� 3.0 9.5 ▲� 2.1

５．製 ・ 商 品 在 庫 7.5 7.9 5.9 4.3

６．資 金 繰 り ▲� 0.6 ▲� 2.6 0.5 ▲� 1.2

※　Ｂ．Ｓ．Ｉ．値＝（上昇［増加、他］－下降［減少、他］）×１　２
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Ⅰ　国 内 景 気 動 向

2015年７～９月期は、「上昇」とした企業２５．３％、「下降」とした企業１１．４％、ＢＳＩ値７．０�

（前期実績１０．８）となり、上昇基調が継続している。今後の10～12月期は１１．８と上昇を見込んで�

おり、2016年１～３月期は４．５と継続して上昇を見込んでおり、景気の底堅さがうかがえる。

国 内 景 気

実　　　　　績 予　　　　　　　　　想

2015年 7 ～ 9 月期 2015年10～12月期 2016年 1 ～ 3 月期

B.S . I .値 上 昇 下 降 B.S . I .値 上 昇 下 降 B.S . I .値 上 昇 下 降

総　　　　　計 7.0 25.3� 11.4� 11.8 31.6� 8.0� 4.5 19.7� 10.8�

規
模
別

大 企 業 11.2 28.6� 6.3� 11.5 28.6� 5.6� 5.7 20.2� 8.9�

中 小 企 業 5.3 24.0� 13.4� 11.9 32.7� 9.0� 4.0 19.5� 11.5�

業　
　
　

種　
　
　

別

製 造 業 5.6 23.0� 11.9� 11.8 30.6� 7.1� 4.8 19.3� 9.8�

卸 売 業 9.5 31.0� 12.1� 17.0 40.7� 6.8� 10.2 30.5� 10.2�

小 売 業 2.8 22.2� 16.7� 8.3 33.3� 16.7� ▲� 5.6 0.0� 11.1�

建 設 業 7.8 25.0� 9.4� 7.8 25.0� 9.4� 6.3 21.9� 9.4�

不 動 産 業 7.2 21.4� 7.1� 10.7 21.4� 0.0� 10.7 21.4� 0.0�

運 輸・ 倉 庫 業 18.2 40.9� 4.5� 20.5 45.5� 4.5� 0.0 18.2� 18.2�

サ ー ビ ス 業 6.6 24.6� 11.5� 7.4 26.5� 11.8� 0.8 16.2� 14.7�
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Ⅱ　企 業 経 営 動 向

自社業況（総合判断）　　※　自社業況（総合判断）は、以下に続く「生産・売上高、工事施工　高」から「資金繰り」までの６項目を総合的に判断したもの。　

2015年７～９月期は、「上昇」とした企業２５．０％、「下降」とした企業２７．８％、大企業が�
ＢＳＩ値９．９と大幅なプラスに転じたものの、中小企業は依然としてマイナス（▲５．９）が続き、
全体としてＢＳＩ値▲１．４（前期実績▲１．３）と前回予想どおり下降した。今後の10～12月期は
１１．５と大幅に上昇し、続く2016年１～３月期は▲１．８と再び下降に転じる見通し。
業種別　　７～９月期のＢＳＩ値は、機械金属卸（１５．３）、情報・事業サービス（１１．４）、�

電気機械製造（１０．０）、化学・ゴム（７．２）などで上昇する一方、染色（３５．０）、繊維�
（▲２５．１）、非鉄（▲１０．５）などの製造業で前月に引き続き下降した。一方、前月好調�
であった料理・飲食（▲１５．０）、旅館・ホテル（▲９．４）なども下降に転じた。今後
の10～12月期は、小売業（３５．５）、運輸・倉庫業（３２．６）、化学・ゴム（２６．２）、
食料品製造（２２．９）など多くの業種で大幅に上昇するが、染色（▲１０．０）、その他
サービス（▲６．８）、繊維製造（▲６．３）は低迷が続く見込み。続く2016年１～３月期
は、機械金属卸（１７．４）、情報・事業サービス（１６．０）、電気機械製造（１３．８）、
精密機械製造（１１．８）などで上昇し、引き続き好調な推移となる見込みであるのに対し、
食料品卸（▲２３．６）、木材・木製品製造（▲２０．０）、旅館・ホテル（▲１８．８）、�
食料品製造（▲１６．７）などが下降に転じると予想している。

規模別　　７～９月期のＢＳＩ値は、大企業（９．９）は上昇に転じたが、中小企業（▲５．９）は
引き続き下降した。今後の10～12月期は、大企業（１３．７）、中小企業（１０．６）ともに�
大きく上昇する見込み。続く2016年１～３月期では大企業（５．６）は上昇し、依然堅調
であるが、中小企業（▲４．７）は再度下降に転じる見通し。

自 社 業 況
（総合判断）

実　　　　　績 予　　　　　　　　　想
2015年 7 ～ 9 月期 2015年10～12月期 2016年 1 ～ 3 月期

B.S . I .値 上 昇 下 降 B.S . I .値 上 昇 下 降 B.S . I .値 上 昇 下 降
総　　　　　計 ▲� 1.4 25.0� 27.8� 11.5 35.7� 12.7� ▲� 1.8 21.2� 24.7�

規
模
別

大 企 業 9.9 34.7� 15.0� 13.7 37.5� 10.2� 5.6 32.6� 21.4�
中 小 企 業 ▲� 5.9 21.2� 33.0� 10.6 35.0� 13.8� ▲� 4.7 16.6� 25.9�

業　
　
　

種　
　
　

別

製 造 業 ▲� 1.5 25.7� 28.7� 9.3 32.3� 13.7� ▲� 0.7 20.4� 21.8�
卸 売 業 1.7 27.1� 23.7� 14.4 35.6� 6.8� ▲� 2.6 20.3� 25.4�
小 売 業 0.0 29.4� 29.4� 35.3 70.6� 0.0� ▲� 3.0 23.5� 29.4�
建 設 業 ▲� 6.7 20.0� 33.3� 8.1 29.0� 12.9� 8.1 32.3� 16.1�
不 動 産 業 3.6 14.3� 7.1� 7.2 21.4� 7.1� 7.2 21.4� 7.1�
運 輸・ 倉 庫 業 2.2 30.4� 26.1� 32.6 65.2� 0.0� ▲� 15.3 17.3� 47.8�
サ ー ビ ス 業 ▲� 3.6 22.9� 30.0� 5.8 34.3� 22.8� ▲� 5.8 20.3� 31.8�
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＜経営経済動向調査付帯調査＞

雇用人員と設備投資計画
■雇用人員
2015年度の雇用人員は、「増加」１８．２％、「減少」１３．１％、ＢＳＩ値２．６（前年同期４．３）と�
引き続き増加となった。

業種別　　化学・ゴム（２０．０）、情報・事業サービス（１６．７）、一般機械製造（１２．５）、�
機械金属卸（９．１）などの業種で増加し、食料品製造（▲１５．２）、小売業（▲１１．８）、�
運輸・倉庫業（▲６．６）、繊維製造（▲６．３）などの業種で減少した。

規模別　　大企業（ＢＳＩ値８．８）は増加し、中小企業（０．０）は横ばいとなった。

増加の主な理由
新卒採用／組織再編／人材強化／子会社を吸収合併したため／新規事業立ち上げのため／製造ライン�
の増益による／店舗規模拡大／業務平準化のため／営業力強化のため／売上増／宿泊客増加による�
フロント及び接客、調理師不足に対応するため／生産量増加／事業拡大／今後のための人材確保／�
定年者が多いため／人手不足のため

減少の主な理由
定年退職／中途退職者の補充をしていない／新規採用数の抑制／店舗規模縮小のため／適正な人員
配置に見直し／前期過剰雇用のため／受託事業終了に伴う規模縮小のため

◇労働力確保のための取り組みについて
全国的に人手不足への懸念が広がっていることから、昨年新たに質問項目を追加し、今回２回目の
調査を行った。
労働力確保のための取り組みを行っているという企業は３５．１％、実施を検討中という企業は
２５．６％、取り組みたいが実施は困難という企業は１０．４％、実施する必要がないという企業は
２８．９％だった。
労働力確保のための取り組みを行っているという企業のうち、最も多く取り組まれているのは�

「賃上げ」（４５．６％）で、その次に「正社員化」（３４．９％）が続いた。また、「その他」の取組と
しては、「積極的な求人」のほか、「インターンシップの活用」や、「外国人の受け入れ」、「中途採用者�
数増」、「労働環境改善」などが挙げられた。

■設備投資計画
2015年度の設備投資計画は、「増額」とする企業２２．８％、「減額」とする企業１１．６％でＢＳＩ値�
は５．６（前年度８．１）と３年連続で増額となった。

業種別　　一般機械製造（２０．０）、化学・ゴム（１６．７）、料理・飲食（１６．７）などで増額と�
なったが、製造業１４業種のうち木材・木製品製造（▲１０．０）や繊維製造業（▲７．２）
など５つの業種では減額となり、業種間で開きがみられた。

規模別　　大企業はＢＳＩ値７．８（前年度１１．９）、中小企業は４．６（前年度�６．５）となり、
ともに設備投資を増額する企業が拡大している。

増額の主な理由
省力化／ＩＴ投資の増加／生産性強化／既製品の増産体制／受注増に対応するため／医薬品製造�
施設の建設のため／工場の拡大・増設／工場の自動化のため／新製品開発のため／スマホ向け部品の�
生産能力増強／業務効率を上げるため／開発設備増強／再開発投資のため／車両の増車／増益による／�
研究開発／設備の維持更新／老朽設備の更新／工場のリフォームのため／事務機器更新／空調の�
入替／外壁の修繕／システム入替／営業所の移転／施設メンテナンス増／既存工場移転／ＰＣ入替／
印刷機入替／環境対策／耐震補強工事のため／補助金の採択を受けたため

減額の主な理由
投資一巡したため／昨年度に大型投資済／来年度に大規模改装を控えているため／経費節約／業績
低調のため／生産減／先行の懸念で後々回しになっている／売上の減少／重要投資が無いため／工事を�
する時間が無い
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付帯調査　雇用人員と設備投資計画

雇 用 人 員 B . S . I 値 増 加 減 少 設備投資計画 B . S . I 値 増 額 減 額
総　　　　計 2.6 18.2� 13.1 総　　　　計 5.6 22.8� 11.6

規
模
別

大 企 業 8.8 28.8� 11.2 規
模
別

大 企 業 7.8 29.5� 13.9
中 小 企 業 0.0 13.9� 13.9 中 小 企 業 4.6 19.9� 10.7

業　
　

種　
　

別

製 造 業 2.7 18.1� 12.7

業　
　

種　
　

別

製 造 業 6.5 25.8� 12.9
卸 売 業 1.8 17.9� 14.3 卸 売 業 8.4 24.1� 7.4
小 売 業 ▲� 11.8 5.9� 29.4 小 売 業 ▲� 11.8 11.8� 35.3
建 設 業 6.3 21.9� 9.4 建 設 業 ▲� 1.6 6.5� 9.7
不 動 産 業 7.7 15.4� 0.0 不 動 産 業 15.4 30.8� 0.0
運 輸・ 倉 庫 業 ▲� 6.6 13.0� 26.1 運 輸・ 倉 庫 業 10.0 35.0� 15.0
サ ー ビ ス 業 6.8 22.7� 9.1 サ ー ビ ス 業 4.9 16.4� 6.6

◯　労働力確保のための取り組みについて
� （単位：％）� （単位：％）

労働力確保のための取り組みについて 実 施�
している

実施を�
検討中

実施は�
困 難

実施の�
必要なし 具体的な取り組み内容

総　　　　計 35.1 25.6 10.4 28.9 第１位 賃 上 げ 45.6
規
模
別

大 企 業 33.8 29.5 7.9 28.8 第２位 正社員化 34.9
中 小 企 業 35.7 23.8 11.5 29.0 第３位 そ の 他 14.1

業　
　

種　
　

別

製 造 業 30.2 23.9 11.3 34.7 未 回 答 21.5
卸 売 業 35.2 29.6 5.6 29.6 （�労働力確保のための取り組みを

実施している企業 全149社）
※�「賃上げ」と「正社員化」の両方�
を実施している企業は16.1%

小 売 業 46.7 20.0 13.3 20.0
建 設 業 63.3 20.0 6.7 10.0
不 動 産 業 38.5 15.4 0.0 46.2
運 輸・ 倉 庫 業 38.7 25.8 12.9 22.6
サ ー ビ ス 業 33.3 35.0 13.3 18.3



    

 

 

京都知恵産業フェア２０１５ ～琳派400年記念～ 

“New Style Selection by KYOTO”  

概要 

 

１．趣旨目的 

「ニュー京商ビジョン」策定以降、「知恵産業のまち・京都の推進」を基本方針に、京都の地域

特性や企業独自の強みや知恵を活かしながら、新たな商品・サービスやビジネスモデルを創造

する「知恵ビジネス」の育成に取り組んできた。これらの知恵ビジネスをより大きな市場にお

いて発展させるため、本所、京都府・京都市の首都圏販路開拓事業を再構築し、オール京都で

京都知恵産業フェア2015を実施する。 

 

２．事業主体 

 主催 京都知恵産業フェア実行委員会 

 構成 京都産業育成コンソーシアム、京都府、京都市、京都商工会議所、（公社）京都工業会、 

(公財)京都産業21、(公財)京都高度技術研究所 

 後援 (独)中小企業基盤整備機構、日本商工会議所 

 

３．概要 

【BtoB】展示商談会 【BtoC】展示販売会 

【日時】 

11月5日(木) 11時～19時 

11月6日(金) 10時～17時 

※5日(木)17時からレセプションを開催 

【会場】 

JPタワー ホール＆カンファレンス 

（東京都千代田区丸の内） 

【出展企業】 

111社 ※別途出展者名簿参照 

●ﾎｰﾑ＆ﾌｧｯｼｮﾝ 27社 ●ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ    30社 

●ﾏﾃﾘｱﾙ      12社  ●ﾋﾞｭｰﾃｨ＆ｺｽﾒ  11社 

●ｽｲｰﾂ＆ﾌｰﾄﾞ  26社 ●観光＆ｺﾝﾃﾝﾂ  5社  

【目標】 

来場者数 850名 

（首都圏バイヤー、設計・デザイン事務所、 

 企業関係者、メディアなど） 

【特別企画展】 

季節を愛でる「祝」 

【日時】 

11月7日(土) 11時～19時 

11月8日(日) 11時～19時 

 

【会場】 

KITTE アトリウム ＆ 東京シティアイ 

（東京都千代田区丸の内） 

【出展企業】 

58社 ※別途出展者名簿参照 

●ﾎｰﾑ＆ﾌｧｯｼｮﾝ 13社 ●ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ    10社 

●ﾋﾞｭｰﾃｨ＆ｺｽﾒ   9社 ●ｽｲｰﾂ＆ﾌｰﾄﾞ  16社 

●伝統工芸   9社 ●観光PR     1社  

【目標】 

来場者数 15,000名 

（一般消費者） 

 

【企画販売】 

初出展、フェア限定、限定●●個 など 

【入場料】無 料 

以上 

記者配布資料② 






















